
【機密性2情報】

【総括表】平成28年度地方公共団体等保有基金執行状況表（環境省）-----Ａ表（基礎情報）

成果目標
目標最終年度
　　○○年度

活動指標

（成果指標：　　 ） 成果実績 目標値 達成度 目標値 （単位：　　 　　） 活動実績 当初見込み

001

再生可能エネルギー等導
入地方公共団体支援基金
（平成23年度地域環境保
全対策費補助金）

有 8 Ｈ23
Ｈ27年度

末
Ｈ23年度

末
取崩し型 補助等

東日本大震災の被災地域の復旧・復興や、原子力発電施設の
事故を契機とした電力需給の逼迫への対応のため、再生可能
エネルギー等の地域資源を徹底活用し、災害に強い自立・分
散型のエネルギーシステムを導入し、環境先進地域（エコタ
ウン）をつくり上げていくことが国を挙げての課題となって
いる。
このため、グリーンニューディール基金制度を活用し、東北
の被災地等において、非常時における避難住民の受け入れや
地域への電力供給等を担う防災拠点に対する再生可能エネル
ギーや蓄電池、未利用エネルギーの導入等を支援する。
http://www.env.go.jp/policy/local_re/funds.html

H27年度までに
30,321,436kWh発電する
再エネ等を導入する。

9,717,583 10,147,242 95.8% 30,321,436
H27年度までに、2,459カ
所の施設に再エネ等を導
入する。

964 856

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

002

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成24年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

有 15 Ｈ24
Ｈ28年度

末
Ｈ24年度

末
取崩し型 補助等

東日本大震災の被災地域の復興や、原子力発電施設の事故を
契機とした電力需要の逼迫を背景として、地方公共団体が行
う防災拠点等へ再生可能エネルギー等の地域資源を活用した
自立・分散型エネルギーシステムを導入し「災害に強く環境
負荷の小さい地域づくり」を進めていくことが国を挙げての
課題となっている。
このため、基金制度を活用て、被災地域などの避難所や防災
拠点において、災害時等の非常時に必要なエネルギーを確保
するため再生可能エネルギーや蓄電池、未利用エネルギーの
導入等を支援する。
http://www.env.go.jp/policy/local_re/funds2.html

H28年度までに
6,660,791kWh発電する再
エネ等を導入する。

1,147,674 1,335,048 86.0%
H28年度

6,660,791

H28年度までに、497カ所
の施設に再エネ等を導入
する。
（単位：箇所）

107 101

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

003

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成25年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

有 21 Ｈ25
Ｈ27年度

末
Ｈ25年度

末
取崩し型 補助等

東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故を契機に、防
災・減災への取組を柱とする「強靱な国土整備」と、再生可
能エネルギーや未利用エネルギーを活用した自立・分散型エ
ネルギーの導入等による「災害に強く、低炭素な地域づく
り」が国を挙げての課題となっている。
このため、基金制度を活用して地震や台風等による大規模な
災害に備え、避難所や防災拠点等において、災害時等の非常
時に必要なエネルギーを確保するために、再生可能エネル
ギーや蓄電池、未利用エネルギーの導入等を支援する。
http://www.env.go.jp/policy/local_re/funds3.html

H27年度までに
12,046,917kWh発電する
再エネ等を導入する。

3,395,617 3,455,605 98.3%
H27年度

12,046,917

H27年度までに、990カ所
の施設に再エネ等を導入
する。
（単位：箇所）

503 424

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

004

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成26年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

有 19 Ｈ26
Ｈ28年度

末
Ｈ26年度

末
取崩し型 補助等

東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故を契機に、防
災・減災への取組を柱とする「強靱な国土整備」と、再生可
能エネルギーや未利用エネルギーを活用した自立・分散型エ
ネルギーの導入等による「災害に強く、低炭素な地域づく
り」が国を挙げての課題となっている。
このため、基金制度を活用し、地震や台風等による大規模な
災害に備え、避難所や防災拠点等において、災害時等の非常
時に必要なエネルギーを確保するために、再生可能エネル
ギーや蓄電池、未利用エネルギーの導入等を支援する。
http://www.env.go.jp/policy/local_re/funds4.html

H28年度までに
10,867,156kWh発電する
再エネ等を導入する。

3,976,765 5,375,810 74.0%
H28年度

10,867,156

H28年度までに、827カ所
の施設に再エネ等を導入
する。
（単位：箇所）

348 421

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

005
地域環境保全基金
（平成元年地域環境保全
対策費補助金）

有 55 Ｈ元 未定 未定 運用型 補助等

本基金は、地球環境問題に対する国際的な取組の急速な展開
等を受けて、国のみならず地域に根ざした環境保全への取組
を全国的かつ強力に展開することが緊急の課題となっている
ことにかんがみ、地域環境保全活動に要する財源を安定的に
確保し、必要な事業を継続的かつ着実に実施するために設置
されたもの。

定量的な指標を設定する
ことは困難であるが、定
性的な指標は地域住民の
環境保全に関する知識の
普及・啓発等である。

- - -

地域住民の環境保
全に関する知識の
普及・啓発等によ
り、地域に根ざし
た環境への取組を
全国に定着させ
る。
最終年度：未定

環境保全に関する知識の
普及・啓発等の事業数
（単位：件）

275 276

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

006
福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金）

有 1 Ｈ23
H53年3月

末
H53年3月

末
取崩し型

補助等
調査等、
その他

福島県民健康調査の実施等、原子力被災者及び子ども等に対
する長期及び短期の健康管理・調査事業等を実施する。

放射線による健康影響に
対して中長期の健康調査
等を実施するものであ
り、定量的な指標は困難
であるが、原子力被災者
の健康確保、不安解消を
目標としている。

県民健康調査甲
状腺検査につい
て18歳以下の全
県民を対象に２
巡目の検査を実
施。

県民健康調査甲
状腺検査につい
て18歳以下の全
県民を対象に２
巡目の検査を実
施。

計画通り実
施した。

福島県民健康調査
を実施し、原子力
被災者の健康確
保、不安解消す
る。
平成52年度

甲状腺検査受診者数
（単位：人）

120,675 －

007

福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金（県
民健康管理調査支援のた
めの人材育成事業））

有 1 Ｈ26
H31年3月

末
H31年3月

末
取崩し型 補助等

福島県が、福島県民の長期にわたる健康管理を実施して行く
上で専門人材が不足しており、県民健康調査をバックアップ
する講座を支援して、不足しているリスクコミュニケーショ
ンや甲状腺検査等を担う人材を育成する。

福島県民の長期にわたる
健康管理を実施して行く
上で必要となる専門人材
の育成を実施するもので
あり定量的な指標は困難
であるが、リスクコミュ
ニケーションや甲状腺検
査等を担う人材育成を目
的としている。

福島県立医科大
学における下記
３講座の支援を
実施。
・健康リスクコ
ミュニケーショ
ン学講座
・甲状腺内分泌
学講座
・放射線健康管
理学講座

福島県立医科大
学における下記
３講座の支援を
実施。
・健康リスクコ
ミュニケーショ
ン学講座
・甲状腺内分泌
学講座
・放射線健康管
理学講座

計画通り実
施した。

福島県立医科大学
における講座の支
援を実施し、リス
クコミュニケー
ションや甲状腺検
査等を担う人材を
育成する
平成30年度

福島県立医科大学におけ
る開設講座数
（単位：件）

3 3

備　　考

活動指標及び活動実績

27年度
事務・事業の概要運営形態 事業形態

成果目標及び成果実績

27年度番
号

基金の名称
(基金の造成原資の名称)

基金
造成
年度

事業終了
予定時期

新規申請
受付終了

時期

平成27年
度末基金
造成団体

数

補助金
適正化
法適用
の有無



【機密性2情報】

【総括表】平成28年度地方公共団体等保有基金執行状況表（環境省）-----Ａ表（基礎情報）

成果目標
目標最終年度
　　○○年度

活動指標

（成果指標：　　 ） 成果実績 目標値 達成度 目標値 （単位：　　 　　） 活動実績 当初見込み

備　　考

活動指標及び活動実績

27年度
事務・事業の概要運営形態 事業形態

成果目標及び成果実績

27年度番
号

基金の名称
(基金の造成原資の名称)

基金
造成
年度

事業終了
予定時期

新規申請
受付終了

時期

平成27年
度末基金
造成団体

数

補助金
適正化
法適用
の有無

008

福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金（個
人線量に基づく放射線健
康不安対策事業））

有 1 Ｈ25
H27年3月

末
H27年3月

末
取崩し型

補助等
調査等、
その他

福島県が、福島県内の一定の要件を満たす者について個人線
量計等により個人線量を把握するとともに、それらの測定結
果を活用したリスクコミュニケーションを行い、放射線に関
する正しい知識の普及を図るとともに、放射線健康不安の解
消を図る

- - - - - - - -
※本事業は26年度末で終了し、残
額を平成27年度に国庫返納

009

茨城県原子力安全等推進
基金
（放射線影響調査等交付
金）

有 1 Ｈ11 未定 未定 取崩し型
調査等、
その他

平成11年に発生した東海村ウラン加工施設の臨界事故による
周辺住民の健康不安に対応するため、東海村及び那珂市にお
いて希望者に対する健康相談及び心のケア相談等を行う。

東海村ウラン加工施設周
辺住民の放射線健康不安
の解消を図ることを目的
としており、定量的な指
標による算出は困難であ
るが、周辺住民の健康確
保、不安解消を目標とし
ている。

一定の条件に該
当する住民を対
象に健康診断を
実施するととも
に、専門医師に
よる健康相談を
実施する

一定の条件に該
当する住民を対
象に健康診断を
実施するととも
に、専門医師に
よる健康相談を
実施する

計画通り実
施した。

一定の条件に該当
する住民を対象に
健康診断を実施す
るとともに、専門
医師による健康相
談を実施し、東海
村ウラン加工施設
周辺住民の健康確
保、不安解消をす
る。
終了時期未定

健康診断実施数
（単位：回）

2 2

010

海岸漂着物地域対策推進
基金
（平成24年度地域環境保
全対策費補助金）

有 32 H25
Ｈ26年度

末
Ｈ26年度

末
取崩し型 補助等

海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するための地域計
画の策定に関する事業、地域計画に盛り込まれた、又は今後
盛り込まれることが想定される海岸漂着物の回収・処理及び
発生抑制対策等に関する事業の実施。

- - - - - - - -  

011

ポリ塩化ビフェニル廃棄
物対策推進基金
（産業廃棄物適正処理推
進費補助金）

有 2 H26 H37年度末 H37年度末 取崩し型 補助等
ポリ塩化ビフェニルを使用した廃蛍光灯安定器の処理施設が
立地する地元自治体において、当該処理が安全かつ確実に行
われることを確保するための環境整備に関する事業

平成37年度末までに、安
定器を全数（約386万
個）処理する。
（成果指標：安定器の累
積処理台数（万個））

198 - 51%
平成37年度
386万個

環境整備事業実施件数
（単位：件数）

4 4

総括表Ｂ及び個別表において、実
績等を精査した結果、昨年度公表
した数値と相違している箇所があ
る。

合　　　計 156



【機密性2情報】

【総括表】平成28年度地方公共団体等保有基金執行状況表（環境省）-----Ｂ表（執行実績等）
基金方式の必要性

補助等

収　入（ｂ）
うち
国費相当額 （件数） （件数） （件数） （件数） （件数） （件数） （件数） （件数）

当初 補正 予備費 会計区分（※） 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額

(716)  - )(     - )(     - )(    (220)  - )(     - )(     - )(    

17,615 -      -      -      5,945  -      -      -      

(99)  - )(     - )(     - )(    (55)  - )(     - )(     - )(    

2,283  -      -      -      483    -      -      -      

(319)  - )(     - )(     - )(    (160)  - )(     - )(     - )(    

7,690  -      -      -      2,968  -      -      -      

(330)  - )(     - )(     - )(    (82)  - )(     - )(     - )(    

7,336  -      -      -      1,598  -      -      -      

(19)  - )(     - )(     - )(    (256)  - )(     - )(     - )(    

166    -      -      -      765    -      -      -      

(3)  - )(     - )(     - )(    (1)  - )(     - )(     - )(    

401    -      -      -      4,137  -      -      -      

(3)  - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(    

62     -      -      -      -      -      -      -      

 - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(    

-      -      -      -      -      -      -      -      

 - )(     - )(     - )(     - )(    (1)  - )(     - )(     - )(    

-      -      -      -      7      -      -      -      

7       

①

⑦

⑦

⑦

①

⑦

⑦

⑦

27年度　事業実施決定等 27年度末　貸付残高等

出資 貸付 債務保証
調査等、
その他

出資 貸付 債務保証(補助・補て
ん、利子助
成・補給)

12,221  12,221  

2,871   2,871   

1,643   1,643   

12,604  12,604  

33,433  

13      

-       38      

-       

37,588  37,588  36      

11,821  

9,126   

931     

-       -       

-       

-       

002

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成24年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

36      25,403  -       001

再生可能エネルギー等導
入地方公共団体支援基金
（平成23年度地域環境保
全対策費補助金）

9       -       5,606   2,744   5,606   9       

-       

-       

-       36      

-       9       

-       

-       

番
号

基金の名称
(基金の造成原資の名称)

27年度末基金残高
(ｅ=ａ+ｂ-ｃ-ｄ)

うち
国費相当
額

うち
国費相当
額

26年度末基金残高
（ａ）

27　年　度　収　入　支　出
27年度
国庫返納
額
（ｄ）

その他

支　出
（ｃ）国からの資金交付額

006
福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金）

58      -       005
地域環境保全基金
（平成元年地域環境保全
対策費補助金）

250     -       

13,451  13,451  13      

004

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成26年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

13      -       003

再生可能エネルギー等導
入推進基金
（平成25年度二酸化炭素
排出抑制対策事業費等補
助金）

38      -       21,692  21,692  38      

-       

-       

80,093  60,710  330     

-       

-       

263     263     325     325     0       

32,348  10,598  2,016   10,361  

75,885  

58      

-       250     

-       0       

4,538   

62      

-       

-       

008

福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金（個
人線量に基づく放射線健
康不安対策事業））

0       -       007

福島県民健康管理基金
（原子力被災者健康確
保・管理関連交付金（県
民健康管理調査支援のた
めの人材育成事業））

-       26      -       -       -       26      26      -       

-       

-       -       -       

0       -       009

茨城県原子力安全等推進
基金
（放射線影響調査等交付
金）

-       232     239     239     0       -       0       

-       

57,550  

⑤その他
各年度の所要額が見込み難く、弾力的な支出が必要であ
るといった事情があり、長期にわたる財源を十分に確保
しておく必要がある。

232     -       ①

⑤その他
各年度の所要額が見込み難く、弾力的な支出が必要であ
るといった事情があり、長期にわたる財源を十分に確保
しておく必要がある。

⑤その他
各年度の所要額が見込み難く、弾力的な支出が必要であ
るといった事情があり、長期にわたる財源を十分に確保
しておく必要がある。

①法律の根拠のあるもの
②不確実な事故等の発生に応じて資金を交付する事業
③資金の回収を見込んで貸付等を行う事業
④事業の進捗が他の事業の進捗に依存するもの
⑤その他
　該当する理由等も記載

④事業の進捗が他の事業の進捗に依存するもの
再生可能エネルギー等の導入を行う防災拠点等の設置事
業の進捗等に応じて事業を実施する必要がある。

⑤その他
地域の特性に応じた再生可能エネルギー等の導入は、工
程上、複数年度にわたるものであり、事業内容の変更が
生じること等により、各年度の所要額をあらかじめ見込
むことが難しいものであり、また、地方自治体主導によ
る速やかな事業実施を図るため、事業の進捗状況に応
じ、弾力的な支出が必要なもの。さらに、電力需給の
ひっ迫への対応の必要性に鑑み、再生可能エネルギー等
の地域資源を活用した災害に強い地域づくりを迅速に進
めることが国の喫緊の課題であり、当該整備に係る財源
をあらかじめ確保することで、地方自治体において安定
的かつ効率的に導入を推進することが可能となるもの。

⑤その他
地域の特性に応じた再生可能エネルギー等の導入は、工
程上、複数年度にわたるものであり、事業内容の変更が
生じること等により、各年度の所要額をあらかじめ見込
むことが難しいものであり、また、地方自治体主導によ
る速やかな事業実施を図るため、事業の進捗状況に応
じ、弾力的な支出が必要なもの。さらに、電力需給の
ひっ迫への対応の必要性に鑑み、再生可能エネルギー等
の地域資源を活用した災害に強い地域づくりを迅速に進
めることが国の喫緊の課題であり、当該整備に係る財源
をあらかじめ確保することで、地方自治体において安定
的かつ効率的に導入を推進することが可能となるもの。

⑤その他
地域の特性に応じた再生可能エネルギー等の導入は、工
程上、複数年度にわたるものであり、事業内容の変更が
生じること等により、各年度の所要額をあらかじめ見込
むことが難しいものであり、また、地方自治体主導によ
る速やかな事業実施を図るため、事業の進捗状況に応
じ、弾力的な支出が必要なもの。さらに、電力需給の
ひっ迫への対応の必要性に鑑み、再生可能エネルギー等
の地域資源を活用した災害に強い地域づくりを迅速に進
めることが国の喫緊の課題であり、当該整備に係る財源
をあらかじめ確保することで、地方自治体において安定
的かつ効率的に導入を推進することが可能となるもの。

⑤その他
本基金は、各地方公共団体において、地域の住民の参加
と協力を得つつ、様々な環境保全活動を展開してもらう
ものであり、住民の主体的・積極的な参加と協力を得る
ためには、機運の醸成と、ある程度の期間の安定的実施
の基盤を必要とすることから、基金により事業実施の柔
軟性と継続性を確保したもの。

⑤その他
各年度の所要額が見込み難く、弾力的な支出が必要であ
るといった事情があり、長期にわたる財源を十分に確保
しておく必要がある。



【機密性2情報】

【総括表】平成28年度地方公共団体等保有基金執行状況表（環境省）-----Ｂ表（執行実績等）
基金方式の必要性

補助等

収　入（ｂ）
うち
国費相当額 （件数） （件数） （件数） （件数） （件数） （件数） （件数） （件数）

当初 補正 予備費 会計区分（※） 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額

27年度　事業実施決定等 27年度末　貸付残高等

出資 貸付 債務保証
調査等、
その他

出資 貸付 債務保証(補助・補て
ん、利子助
成・補給)

番
号

基金の名称
(基金の造成原資の名称)

27年度末基金残高
(ｅ=ａ+ｂ-ｃ-ｄ)

うち
国費相当
額

うち
国費相当
額

26年度末基金残高
（ａ）

27　年　度　収　入　支　出
27年度
国庫返納
額
（ｄ）

その他

支　出
（ｃ）国からの資金交付額

①法律の根拠のあるもの
②不確実な事故等の発生に応じて資金を交付する事業
③資金の回収を見込んで貸付等を行う事業
④事業の進捗が他の事業の進捗に依存するもの
⑤その他
　該当する理由等も記載

 - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(     - )(    

-      -      -      -      -      -      -      -      

 - )(     - )(     - )(     - )(    (4)  - )(     - )(     - )(    

-      -      -      -      478    -      -      -      

(1,489)  - )(     - )(     - )(    (779)  - )(     - )(     - )(    

35,553 -      -      -      16,381 -      -      -      

※会計区分を番号で記載
①一般会計 ⑪森林保険特別会計
②交付税及び贈与税配付金特別会計 ⑫国有林野事業債務管理特別会計
③地震再保険特別会計 ⑬貿易再保険特別会計
④国債整理基金特別会計 ⑭特許特別会計
⑤外国為替資金特別会計 ⑮自動車安全特別会計
⑥財政投融資特別会計 ⑯東日本大震災復興特別会計
⑦エネルギー対策特別会計
⑧労働保険特別会計
⑨年金特別会計
⑩食料安定供給特別会計

-       

478     

-       405     -       -       

010

海岸漂着物地域対策推進
基金
（平成24年度地域環境保
全対策費補助金）

-       1,238   407     -       0       -       ①1,645   1,645   0       -       

-       -       011

ポリ塩化ビフェニル廃棄
物対策推進基金
（産業廃棄物適正処理推
進費補助金）

-       698     1,175   1,175   1       -       

合　　　計

407     

194,188 153,056 2,443   405     55,110  1,264   

698     -       -       ①

140,257 98,850  

⑤その他
不確実な漂着ごみの発生に応じて、回収・処理を実施す
る必要があるため、あらかじめ財源が確保されている方
が望ましい。

⑤その他
本基金は、PCB含有廃蛍光灯安定器の処理が安全かつ確
実に行われることを確保するため、関係地方公共団体が
複数年にわたり環境整備（施設整備等）を行う事業であ
り、また整備の状況に応じて弾力的に支出する必要があ
る。
さらに、PCB廃棄物については期限内処理（北九州は平
成33年度末、北海道は平成35年度末）の履行に向けた取
組を早急に行う必要があるが、環境整備に関する事業に
係るベース財源を確保することで、安定的かつ効率的に
PCB含有廃蛍光灯安定器の処理を推進することが可能と
なる。


